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                                                                   令和４年６月１６日 

                                                                   教 育 委 員 会 事 務 局 

 

ＩＣＴを活用した新たな学びの取組み状況について 

 

１ 主旨 

令和４年１月３１日の文教常任委員会にてご報告した「教育ＤＸ（デジタル・トランス

フォーメーション）」推進の一環として実施する「教育ＩＣＴ統合運用支援業務委託（長

期継続契約）」及び「統合型校務支援システム構築・移行及び保守運用業務委託（長期継

続契約）」における業者選定状況及び今後の予定について報告する。 

 

２ 教育ＩＣＴ統合運用支援業務委託（長期継続契約）について 

（１）委託内容 

①校内通信ネットワーク、学習用iPad端末、教員用iPad端末及び各種教育用アカウン

トの運用保守業務（ヘルプデスク窓口の開設、運用を含む） 

②教育ＤＸに関する以下の環境整備及び区の取組み支援等の実施 

ア 教員のリモートワーク環境の構築及び活用実証の実施 

イ 統合ID管理の実現（各種教育用クラウドサービスのIDを、児童・生徒及び教員が

使用しているMicrosoftアカウントを基軸として統合・管理する仕組みの整備） 

ウ ネットワーク統合・全体コスト最適化支援（学校に関連する各種ネットワークの

段階的集約・統合、タブレット端末等からのクラウド上の教材利用や利便性向

上、情報連携の迅速化、教育ICTに関するコストと運用の合理化等の支援） 

（２）委託先事業者選定について 

①選定方法 

事業者選定委員会を設置し、プロポーザルにより選定を行った。 

②選定委員会の構成 

教育政策部長、教育ICT推進課長、教育研究・研修課長、教育政策部副参事（学校

経営・教育支援担当）、中央図書館長、奥沢小学校長、奥沢中学校長 

③選定プロセス 

ア 第１次審査（４社が参加） 

企画提案書等について書類審査による評価 

イ 第２次審査（第１次審査における上位３社が参加） 

事業者によるプレゼンテーション及び質疑応答を行い、第１次審査の評価と合わ

せ総合的に審査し事業者を選定 

④選定結果 

 得点 満点 順位 合計／満点 

内田洋行  3,500 １  

Ｂ社  3,500 ２  

Ｃ社  3,500 ３  
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⑤委託候補事業者 

株式会社内田洋行（東京都中央区新川２－４－７） 

⑥履行期間 

契約締結の日から令和９年３月３１日まで 

⑦契約予定金額（税込み） 

総額  １，１６６，９９４，０２６円 

令和４年度分   ２３４，５９１，９６２円 

令和５年度分   ２３３，１００，５１６円 

令和６年度分   ２３３，１００，５１６円 

令和７年度分   ２３３，１００，５１６円 

令和８年度分   ２３３，１００，５１６円 

（３）今後のスケジュール（予定） 

令和４年７月～令和９年３月 校内通信ネットワーク、学習用iPad端末、教員用

iPad端末及び各種教育用アカウントの運用保守実施 

令和４年７月～令和５年３月 教員のリモート環境構築及び検証 

統合ＩＤ管理に向けた環境構築 

令和５年度以降   教員のリモート環境の本格運用開始 

統合ＩＤの本格運用開始 

ネットワーク統合、全体コスト最適化の推進 

 

３ 統合型校務支援システム構築・移行及び保守運用業務委託（長期継続契約）について 

（１）委託内容 

①教育ＤＸ実現に向けた業務 

 教育データの利活用による新たな学びの推進や、デジタル技術の一層の利活用による

働き方改革の実現など、教育ＤＸ推進を実現すべく企画提案を行うこと 

②教育ＤＸ実現の基盤となる統合型校務支援システムの構築・移行および運用保守 

  【令和４年度実施事項】 

ア 統合型校務支援システム構築・移行の要件定義・設計 

イ 統合型校務支援システム構築・移行に必要な物品・サービスの調達 

ウ 統合型校務支援システム構築・移行作業の実施（クラウド構築・拠点作業） 

エ 現行校務支援ネットワークシステムからのデータ移行 

オ 統合型校務支援システムに関する研修の実施 

  【令和５年度～９年度実施事項】 

カ 統合型校務支援システムの保守・運用 

（２）委託先事業者選定について 

①選定方法 

事業者選定委員会を設置し、プロポーザルにより選定を行った。 

②選定委員会の構成 

教育政策部長、教育ICT推進課長、教育研究・研修課長、教育政策部副参事（学校

経営・教育支援担当）、中央図書館長、奥沢小学校長、奥沢中学校長、用賀小学校教
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務主幹、船橋希望中学校教務主幹、国際大学グローバルコミュニケーションセンター

准教授・主幹研究員 

③選定プロセス 

ア 第１次審査（２社が参加） 

企画提案書等について書類審査による評価 

イ 第２次審査 

事業者によるプレゼンテーション及び質疑応答を行い、第１次審査の評価と合わ

せ総合的に審査し事業者を選定 

④選定結果 

 得点 満点 順位 合計／満点 

東日本電信電話  5,000 １  

Ｂ社  5,000 ２  

⑤契約の相手方   

東日本電信電話株式会社（東京都港区西新橋３－２２－８） 

⑥履行期間 

契約締結の日から令和１０年３月３１日まで 

⑦契約予定金額（税込み） 

総額     ２，７４８，８４５，０００円 

令和４年度分   １９３，６００，０００円 

令和５年度分   ５２２，７８６，０００円 

令和６年度分   ５０９，１２４，０００円 

令和７年度分   ５０７，８８１，０００円 

令和８年度分   ５０８，１５６，０００円 

令和９年度分   ５０７，２９８，０００円 

（３）今後のスケジュール（予定） 

令和４年７月～令和４年１２月 要件定義・設計・構築・テスト 

令和５年１月～令和５年３月 新システム仮稼働（現システムとの並行稼働） 

令和５年４月～   新システム本稼働 

 


